
平成二十四年内閣府・農林水産省・環境省令第一号

鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律附則第三条第一項に規定する特定鳥獣被害対策実施隊員等

に関する命令

鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律（平成十九年法律第百三十四号）附則第三条第一項及び第二項

の規定に基づき、並びに同条を実施するため、鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律附則第三条第一項

に規定する特定鳥獣被害対策実施隊員等に関する命令を次のように定める。

（法附則第三条第一項の内閣府令・農林水産省令・環境省令で定める者）

第一条　鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律（以下「法」という。）附則第三条第一項の内閣府令・

農林水産省令・環境省令で定める者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。

一　銃砲刀剣類所持等取締法（昭和三十三年法律第六号）第四条の二第一項の規定による猟銃の所持の許可の申請又は同法第七条の三第

一項の規定による猟銃の所持の許可の更新の申請をする日（以下「許可等申請日」という。）前一年以内に法第九条第二項に規定する

鳥獣被害対策実施隊員として、法第四条第二項第四号に規定する対象鳥獣の捕獲等（対象鳥獣である鳥類の卵の採取等を除き、当該種

類の猟銃を使用して行うものに限る。以下「特定捕獲等」という。）に一回以上参加した者

二　許可等申請日前三年以内に銃砲刀剣類所持等取締法第十条の九第一項の指示を受けたことがなく、かつ、受けるべき事由が現にな

い者

（法附則第三条第二項の内閣府令・農林水産省令・環境省令で定める者）

第二条　法附則第三条第二項の内閣府令・農林水産省令・環境省令で定める者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。

一　許可等申請日前一年以内に法第四条第一項に規定する被害防止計画に基づき、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

（平成十四年法律第八十八号）第九条第一項（法第六条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の許可を受けて特定捕獲

等に一回以上参加し又は鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第九条第八項（法第六条第一項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）に規定する従事者として特定捕獲等に一回以上参加した者

二　前条第二号に該当する者

（書面の交付）

第三条　市町村長は、次に掲げる事項を記載した書面を、第一条第一号又は前条第一号の特定捕獲等に参加した者の求めに応じて交付する

ものとする。

一　特定捕獲等に参加した年月日

二　特定捕獲等に参加した場所

三　特定捕獲等の対象とした鳥獣の種類

四　特定捕獲等に参加した際に使用した猟銃の種類

第四条　前条の書面の様式は、別記様式のとおりとする。

附　則

この命令は、鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律の一部を改正する法律（平成二十四年法律第十

号）の一部の施行の日（平成二十四年九月二十八日）から施行する。

附　則　（平成二七年二月二四日内閣府・農林水産省・環境省令第一号）

この命令は、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成二十七年五月二十九日）から施行す

る。

1



別記様式（第４条関係）

別記様式（第４条関係）

第 号

交付 年 月 日

対 象 鳥 獣 捕 獲 等 参 加 証 明 書

住 所

氏 名 （男・女）

年 月 日生

上記の者は、別紙のとおり鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のため

の特別措置に関する法律附則第三条第一項に規定する特定鳥獣被害対策実施隊

員等に関する命令第 条第１号の特定捕獲等に参加したことを証明する。

市町村長 □印
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別紙

特定捕獲等に 特定捕獲等に 特定捕獲等の 特定捕獲等に参加した際に使用し

参加した年月 参加した場所 対象とした鳥 た猟銃の種類

日 獣の種類

□ ライフル銃

□ ライフル銃以外の猟銃

□ ライフル銃

□ ライフル銃以外の猟銃

注意事項

この証明書は、過去１年における特定捕獲等への参加について証明するもの

である。

備考 １ 特定捕獲等に参加した際に使用した猟銃の種類ごとに、それぞれ直近に

参加した特定捕獲等に係る事項のみを記載すること。

２ 用紙は、洋紙とすること。

３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
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